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1.は じめに

　平成23年 に発生した東 日本大震災では児童生徒や教

職員等の学校関係者の死者 ・行方不明者が700名 を超

え1),甚 大な被害をもた らした。災害が平日の昼間で

あったため,教 職員の適切な判断によって死者を出さ

なかった学校 もあるが,災 害が長期休業中や児童生徒

が学校外にいる時間帯に発生していた場合,よ り多く

の子 どもたちが被害にあっていた可能性 もある。広島

県でも今後30年 以内に60%の 確率で震度6弱 の地震が

発生するといわれているが,今 回大きな被害をもたら

した東北地方太平洋沖地震の発生確率は30年 以内で10

～20%で あった。1)こ のように,予 測 されている確

率に反 して大地震が発生する可能性は大いにあること

から,児 童生徒の災害に適切に対応する能力を高める

防災教育に取 り組んでいく必要がある。

　文部科学省 によると,防 災教育では,「 災害に適切

に対応する能力の基礎 を培 うことを目標 としてお り,

これは 「生 きる力を育む」ことと密接に関連 してい

る。」 とある。2)ま た,学 習指導要領の改訂において

は,安 全に関す る指導について新たに規定され,関 連

する各教科においても安全に関する指導の観点から内

容の充実が図られた。現在の 日本の防災教育は各教科

等のように発達段階に応 じた目標や内容が示 されてお

らず,各 学校で指導の体系化が求められていた。特に

小学校では,学 年による発達段階の差が大きいため,

より狭い範囲での目標に基づいた防災教育が必要であ

る。

2.研 究の目的

今年度は,文 部科学省の防災教育 目標をもとに,子

どもたちの危険予測能力 ・危険回避能力の実態を踏ま

え,本 学校園で幼稚園 ・小学校 ・中学校 と一貫 した防

災教育のカ リキュラムについての原案を作成 し,発 達

段階ごとの 目標 を設定 して防災教育の指導を試みるこ

ととした。

　まず,幼 稚園 ・小学校 ・中学校 と一貫 した防災教育

を実施する際には,児 童生徒の防災意識の現状につい

て把握する必要があると考えた。対象は小学6年 生 と

した。小学6年 生は自分の意見を表出することが可能

で,家 族の状況等もある程度把握できると考えたか ら

である。小学6年 生への実際の保健指導では,調 査 し

た地震災害に対する 「危機管理意識」 と家庭での 「備

え」,「家族 とのコミュニケション」の実態に基づいて

指導計画を立てて指導 した。

3.研 究内容

1)本 学校園の防災教育 目標

　平成25年3月 に提言があった文部科学省の 「生きる

力を育む防災教育の展開」には,幼 小中高での防災教

育を通 して子どもたちに身につけさせたい力として,

次の3点 があげられている。

①　自らの危険を予測 し回避するために,習 得 した知

　識に基づいて的確 に判断 し,迅 速な行動をとること

　ができる力

②　①の習得のために日常生活においても状況を判断

　 し最善を尽くそ うとする 「主体的に行動する態度」

③ 進んで安全で安心な社会づ くりに貢献できるよう

　な資質や能力2)

　これ らの知識や能力等を児童生徒等に身に付けさせ

るためには,子 どもたちの発達段階に応 じた系統的な

指導が必要である。 しか し,従 来か らの防災教育では

各教科のような 目標や内容が示されてお らず,各 学校
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において指導の体系化が求められていた。 この 目標

は,一 般化 されたものであるため,各 学校や地域の特

性に即して,学 校独 自の目標を設定する必要があると

考えられる。

そこで,本 学校園での幼稚園段階での目標は,「 自

分の身の回 りの危険に気づくことができ,大 人に知 ら

せ ることができる」とい うことが重要であるとした。

周 りの大人や親の行動を理解 し,大 人の指示に従って

行動できることが今後の学習の基盤 となると考える。

また小学校では,学 年による発達段階の差が大きい

ため,低 学年,高 学年 ごとに,学 習内容に即した目標

の設定が必要である。潜在的な危険への認識力が低い

低学年の児童は,災 害を身近な問題 として認識するこ

とが難 しいので,「 安全に生活するために必要な力を

身につける」 ことを主眼 として,「 身近な危 険を発

見,改 善,予 防す る」「きま りを守る」な どの力を土

台として身につけさせ,そ の上に防災教育を積み上げ

ていけるようにする必要がある。普段から安全な生活

を送 ることが,災 害時の適切な判断や行動につながる

ことを念頭に置き,日 々の学校や家庭生活のなかで指

導を行っていく必要があると考えられる。子どもたち

にとって身近な安全教育の実施によって,防 災教育の

重点となってくる危険予測能力や,安 全のために主体

的に行動できるカを身につけ,守 られる存在から自ら

安全のために行動できる存在に移行 していく必要があ

る。これに加 えて,少 しずつ災害を自分たちの事とし

て考えられるように,災 害によって起こる被害や避難

の方法についても考えられる機会を作っていく必要が

ある。

小学校高学年から中学校では,「 地震な どの災害を

身近な問題 として捉えられるようにし,災 害時に安全

に行動することができる 「自助力」だけでなく,社 会

貢献や支援者としての基礎を身につけるために,周 囲

の人々の安全にも配慮することができる 「共助力」を

身につけられ るよ うにす る」 ことが重要である。ま

た,災 害時の行動だけでなく,事 前の 「備え」につい

ても考え,適 切な判断力と行動力の育成に努めなくて

はならない と考える。

2)保 健指導の実際

ここでは,小 学校6年 生の1学 級(38名)で 行った

調査を分析対象 として,次 の過程で研究を進めた。

① 事前アンケー トか ら小学校6年 生の防災意識の現

状を把握する。

② 文部科学省の防災教育 目標 をもとに,地 域性や子

どもたちの防災意識の現状を踏まえて,本 学校園の

防災教育 目標を考え,保 健指導案を作成 して実施す

る。

③ 保健指導中の児童の反応や事後アンケー トか ら保

健指導実施後の児童の防災意識を捉える。

表1本 学校園での防災教育目標

知 識 思考 ・判 断

危険予測・主体的な行動

社会貢献,支 援者の基礎

幼稚園

・身 の まわ りの危

険 に気づくことが

できる。

・大 人 の行 動 を理

解 し安 全な行 動 が

とれ る。

・危 険 を見つ けた

時,大 人 に知 らせ

ることができる。

小学校低学年

・災 害 に関 心を持 つことが

で き,災 害 時の 安 全な行

動 につ いて考え ることが

で きる。
・普 段 か ら安 全 のた めの

きまりや 約束 を、守 ること

が でき,身 の 回りの 危 険

に気づくことができる。

・災 害 による危 険を感 じ,

大 人 の 指示 に従 い適 切な

行 動 が とれ る。

・災 害 時 には危 険を回避

し,大 人と連 絡 をとること

が できる。

小学校高学年

・災 害 による被 害 について理 解

し,災 害を防ぐため の工 夫 につい

て 考 えることができるようにな

る。
・日常 生活 にお いて,危 険 な行

動 に対 してお互 い注意 し,身 の ま

わ りの危 険 を回 避することができ

る。

・災 害 により引き起 こされ る危 険

に関 心をもち,自 ら危 険 を回避 す

る方 法を考え,実 施す ることがで

きる。

・災 害 時 には ,家 族 や友 だち,上

級 生 ・下級 生 と協 力 して危 険 を回

避 できるようにす る。

中学校

・地域 の災 害 や特 徴 を理解 し,

災 害 を身近 な 問題 としてとらえ,

事 前 の備 えや 災 害 時の 行 動 に

つ いて 考 えることができる。
・災 害 の 「備 え」に興 味 を持 つこ

とができ,地 域 の 防 災体 制 につ

いて 知った り,家 庭 や 個 人での

「備 え」について考 えたりで き

る。

・災 害 により引き起 こされ る危 険

を予 測 し,災 害 時に は 自ら率先

して危 険を回 避 する行 動 が でき

る。

・災 害 時に は,家 族や 友 だち,下

級 生 などの周 囲 に人 々 の安 全 に

も配 慮 し,他 の 人の 役 に立つ 行

動 が できるようになる。
・縦 割 り活動 など 学 校 生活 全

体 を通 して,他 人を思いや れ るよ

うになる。
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④ 指導後の児童の反応から,指 導内容や到達度の評

価 と考察を行 う。

実際の保健指導実施前後に対象学級で防災に関す る

事前アンケー トを実施 した結果,ア ンケー トの項目の

うち,災 害の中でも危機感が最 も低かった地震に関す

る項 目を抽出し,集 計結果の分析 を行った。

3)対 象児童の防災意識

事前アンケー トの結果によ り,「 自分の住んでいる

地域で大地震が起きる」とい う危機感 を持っている児

童 は53%で 約半数であるとい うことが分かった。 「地

震の対策は必要だと思 う」については,97%の 児童が

必要であると回答 しているものの,実 際に 「自分で地

震の備えを行っている」とい う児童は21%と 低いこと

が分かった。また,「 地震への備 えを行 っている家

庭」は16%に とどま り,家 庭での備えの有無について

分からないと答えた児童は74%で あった。

また,「 地震について家族の問で話をしたことがあ

る」児童は21%と 低 く,地 震や災害に対して家庭での

関心も低 く,受 け身的であると思われる。

4)保 健指導内容

① 実施学年 小学校第6学 年

② 題材名 「地震災害について考えよう」

③ 教材について

教材設定の理 由として,東 日本大震災の発生から

2年 半が経過 し,広 島県でも大地震が今後30年 以内

に起こるといわれている。実際の災害発生時に冷静

に判断して行動す るには,日 ごろから災害時の行動

を想定しておく必要があると考えられ る。そのため

には,幼 少期からの安全教育の徹底が非常時におい

て落ち着いた行動を促 し,自 分の身を守ることに繋

がるといえる。非常時に自分の身を守るためには,

正しい知識に加 え,的 確な判断力,行 動力が必要で

ある。そこで本時では,具 体的な地震を想定 した場

面での学習を通 して,地 震に対す る物質面 と心の

「備え」をしておくことの意味を考えられ るように

題材を設定した。

④ 目標

具体的な地震 を想定した場面での学習を通して,

地震に対する備 えをしておくことの意味をそれぞれ

が考える。

⑤ 指導内容

○地震災害への関心を高める必要性について自覚す

る。

○地震災害を自分たちの身近な問題だと捉 えること

ができる。

○地震災害に対して物質と心の 「備 える」とい う意

味を考える。

○自分たちがこれか らできることについて考える。

⑥ 指導にあたっての留意点

地震をより身近な問題 として捉えさせることか ら

始め,そ の後,災 害発生に伴 う危険や困難に対応す

るには どういった備えが必要かを学習 させる。具体

的には,自 分でできる心構えや家庭で行っている災

害対策に関心を向けさせ,地 震災害に対する備えに

は物品だけでなく,自 分の心備 えや災害後の行動に

ついてを把握 しておくことが大切であることに気づ

かせる。

また,普 段か ら周囲の安全や防災情報に目を向け

る姿勢を養い,子 どもの 自助力の底上げと,さ らに

今後,周 りの者の援助ができる6年 生 としての役割

認識や共助力への気づきへとつなげたい。単に危機

感を煽るのではなく,い つどこにいるときに起こる

か分か らない災害を想定 し,備 えてお くことが必要

であると感 じることができるようにする。

⑦ 児童の感想

○私の家 にはい ろい ろな備 えを していて,私 は あ り

す ぎか と思 っていた け ど,本 当になった時は備 え

が足 りない と思い ます。 も し一人だ った ら どうし

よ うと心配 にな ったので,こ れか らはお母 さん に

聞いてみたいです。

○ 自分が住んでい る地域の危ない所 をあま り知 らな

いか ら家 に帰 って きいてみたい。

○家か ら一番近い避難場所 は2km離 れてい るので,

そ こに行 くまでが一番危ない と思 った。

○いつ,ど こで,ど の く らいの地震が起 きるかわか

らないか ら普段か らシュ ミレー シ ョン しておいた

ほ うがいい と思 った。
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5)考 察

保健指導での子 どもの反応や指導後のふ り返 り,事

前事後のアンケー ト結果か ら,防 災意識の考察を行っ

た。指導において,地 震災害に対する危機感 を高めさ

せるために,平 成13年 に起こった芸予地震の被害状況

を知らせ,当 時地震を体験 した教師の体験談を紹介 し

た。その際,子 どもたちか らは 「広島でもこんな地震

が起こるの?」 「備 えが必要だね」 とい う驚きの声や

危機感を抱いている様子が見 られた。アンケー トの結

果(図2)か らも,授 業前は 「大地震が起 こると思

う」と答えた子 どもは53%だ ったが,授 業後は68%と

地震に対する危機感が高まった といえる。

図3に よると,授 業前 もほぼ全員 に近い97%の 児童

が地震への備 えは必要で あると答 えていたが,家 庭で

の備 えについ て,「 分か らない」 と答 えた児童 は74%

と,ほ とん どが家庭での備 えについて意識 していなか

った(図4)。 授 業 後 で は,家 庭 で の備 え につい て

「分か らない」 と答 えた児童は11%と 授業前 に比べて

大 き く変化 していた。ま た,「 備 えてい る」 と答 えた

児童 につ いて,授 業後49%に 上 がって い る こ とか ら

も,授 業の 中で どんな物品 を備 えた らよいか具体的 に

知 り,学 習 した こ とを家 に帰 って家族 と話 を したか ら

だ と考 え られ る。

一204一



同様に,図5の 「地震について家族 と話 をしたか」

についても,授 業前に比べて授業後は56%に 上がって

いる。授業後には指導内容や子 どもたちの感想を載せ

た通信を家庭に配布 したことで,児 童だけでなく,保

護者の意識 も高めることができたのではないかと考え

る。

指導後 のふ り返 りには,「 地震 が起 きた ときのため

に シ ミュ レー シ ョン してお きたい」 「自分 が住 んでい

る場 所の危 ない ところな どを知 りたい」な どの感想 が

書かれていた ことか ら,備 えへの必 要性 について意識

を高め ることがで きた と考え られ る。

具体的に,そ して 自分が主体 とな る学習 を積 み重 ね

ることで意識 は高ま り,安 全 ・防災のためのスキル も

身につ く。幼少期 か ら繰 り返 し学習を積 み重ねてい く

ことで 自分 の命 を守 り,生 き る力 を獲得 してい くと考

え られ る。 更に,家 庭 と連携す ることで学習効果を高

め,地 域 の中で主体的に行動 でき る人材 を育成す るこ

とに繋が るとい うことが確認 できた。

4.終 わりに

東 日本大震災では,徹 底 された津波や防災教育に関

する教育や,地 域で言い伝えられている教えを守った

ことにより,想 定された避難場所が危険だ と児童生徒

が 自ら判断 し,さ らに安全な場所へ 自主的に避難 して

津波による危険を回避 した例もあった。このように学

校での防災教育で身に付けた習慣や知識が実際の災害

緊急時に役立っことがわか り,そ の重要性が一層高ま

ったといえる。

本学校園における幼小中一貫の防災教育において,

中学校段階では,「 日常生活の様々な場面で発生す る

災害の危険を理解 し,自 ら安全な行動ができるように

するとともに,周 りの人々の安全にも気配 りができる

生徒」の育成と設定 した。この防災教育 目標 を達成す

るためには,幼 少期か らの防災教育の積み上げが不可

欠であ り,さ まざまなルール を身につけ始める幼稚

園,小 学校の低学年の段階で防災意識の定着を図る必

要があると考えられる。早い段階で防災意識を身につ

けることによって,小 学校の高学年ではより実践的な

行動ができることにつなげることができ,中 学校 ・高

等学校での防災教育へ と発展させていくことが可能 と

なってくる。幼稚園,小 学校,中 学校の一貫 した防災

教育の実施 は,子 どもたちに継続 した防災教育がで

き,防 災意識を高めていくことができる機会の保障 と

なる。

しか し,学 校現場では,防 災教育を含め,安 全教育

等に十分な時間を割 くことができない とい う現状があ

る。そこで,学 級活動や道徳,総 合的な学習の時間,

各教科,学 校行事 との連携 したカ リキュラムを工夫す

ることで,よ り少ない時間数の中で効率的に防災教育

をおこなっていくことができるのではないかと考えて

いる。例えば,避 難訓練等の機会も有効に活用 し,そ

の前後に学級で防災に関する指導を行える時間を確保

する,な どの工夫をする。また,地 域の教育力や関係

機 関の協力を得て,体 験的な学習をおこな うことも有

効であると考えられる。 日々の学校生活の中で防災に

関する話題 を意識的に用いて指導をおこな うことや,

学年の縦割 り活動のなかで,上 級生が下級生を思いや

る気持ちを培 うな ど,関 連教科以外でも防災教育をお

こなう機会を有効活用 していく必要がある。

更には,子 ども達への指導だけではなく,保 護者や

家庭への啓発も忘れてはな らない。今回,小 学6年 生

に実施 した防災に関するアンケー ト結果 にあるよう

に,日 頃か ら家庭で,地 震の話をした経験がある児童

が少ないことや,災 害時の物質や対策 といった備えを

していない家庭が多 く見受けられたことか ら,家 庭の

防災意識も同時に高めていく必要がある。学校での防

災教育の実施内容を,家 庭への通信文で知 らせた り,

直接保護者へ伝 えられる懇談会 ・学習会等の機会を通

して共に考える場を設け,保 護者や地域か らの理解や
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支援が得 られるように連携を深めることが求められて

いる。そのために,学 校で実施 した防災教育を拡げて

いけるように工夫を各校 ・地域の実態に応 じてしてい

く必要があるだろ う。そ うす ることで,家 庭 ・地域 と
一貫した防災教育の実施が可能 とな り

,子 ども達を取

り巻 く家庭や地域の防災意識の向上にもつながってく

ることが考えられる。

これからの安全教育 ・防災教育での目指すべき子 ど

もは,人 間教育としての 「生きる力」の育成 と重なる

部分 も大きい。 これか ら更に,学 校教育 目標や各教

科,行 事との連携 を密にしてカ リキュラムを編成 し,

生涯にわた り健康で安全な態度を習得できる資質を育

成 してい きたい と考 える。
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